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株主のみなさまにおかれましては、ますますご清栄の
こととお喜び申しあげます。平成19年度（平成19年4月1
日から平成20年3月31日まで）の報告書をお届けするに
当たり、ごあいさつ申しあげます。
平成19年度（当期）は、当社がコンピュータと通信が

融合する未来を予見した｢C&C宣言｣から30年目に当た
る節目の年でした。当期においてNECグループは、ま
さにコンピュータと通信が融合したシステムである次世
代ネットワーク（NGN）を軸とした成長戦略の具体化
と実行、半導体事業やモバイルターミナル事業の収益力
強化などに取り組みました。その結果、連結営業利益は
1,568億円と、当初計画を上回る実績を達成でき、連結
当期純利益についても増益となりました。
配当金については、当初予定どおり1株につき4円（実

施済みの中間配当金を含めた年間配当金は1株につき8
円）とさせていただきます。
NECグループでは、本年4月、次の時代に向けたさら

なる発展を目指し、10年後の社会像とNECグループが
進むべき方向性を示す次の「NECグループビジョン
2017」を打ち出しました。

NECグループは、次世代ネットワーク（NGN）をは
じめとして事業機会が拡大する中、NECグループの企
業理念とNECグループビジョンを軸に、お客さまのた
めにイノベーションの創出に努め、今後の成長と企業価
値の最大化に取り組んでまいります。
株主のみなさまにおかれましては、引き続き倍旧のご

支援とご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申しあげ
ます。

平成20年5月

（注）「NECグループビジョン2017」については、本報告書の35頁
にトピックスとしても掲載しています。

代表取締役執行役員社長

矢野　薫

株主のみなさまへ

NECはC&Cをとおして、

世界の人々が相互に理解を深め、

人間性を十分に発揮する

豊かな社会の実現に貢献します。

グループ企業理念

「NECグループビジョン2017」
人と地球にやさしい情報社会を
イノベーションで実現する

グローバルリーディングカンパニー
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事業報告（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）

事業の経過およびその成果

《全般的概況》
平成19年度（当期）の世界経済は、住宅市場

の悪化により米国経済が減速したものの、中国
やインドなどの新興国において高成長が続き、
全体としては堅調に推移しました。日本経済に
おいても、住宅投資の減少があったものの、輸
出主導による企業収益の改善に支えられて、緩
やかな景気の拡大が続きました。しかしながら、
年度の後半には、米国のサブプライム住宅ロー
ン問題に端を発した金融市場の混乱や、原油、
原材料の価格高騰などにより、国内外の景気の
先行きに不透明感が増してきました。
このような事業環境の中で、NECグループは、

当期の事業運営方針として「営業利益計画の確
実な達成と成長施策の実行」を掲げて、成長力
と収益力の強化に取り組みました。
成長力の強化に関しては、次世代ネットワー

ク（NGN）を軸とした成長戦略を推進し、通信
事業者向けの次世代ネットワーク（NGN）構築
事業を大幅に拡大するとともに、企業がネット
ワークを活用したサービスを提供する際の基盤
となるサービスプラットフォームの構築・提供
事業についても着実に売上を拡大することがで
きました。さらに、アルカテル・ルーセント社
と次世代ネットワーク（NGN）や次世代モバイ
ル／ワイヤレスなどの分野における通信事業者
向けソリューションの開発・提供に関する広範

な協業を行うことについて基本合意し、また、
グローバルなITベンダとの協業を強化するなど、
グローバルな事業の拡大に向けた取り組み強化
を進めました。また、携帯電話通信事業者の通
信ネットワークにおいて使われている超小型マ
イクロ波通信システム「パソリンク」は、高い
品質と価格競争力などの強みから、アジア、中
近東向けなどで売上が増加し、世界トップシェ
ア（平成19年1月から12月までの累計）を獲得し
ました。
収益力の強化に関しては、モバイルターミナ

ル分野および半導体分野の業績回復と、生産革
新による全社的なコストダウンに注力しました。
モバイルターミナル分野については、「黒字化と
再成長に向けた商品力の強化」を基本方針とし
て掲げて、製品開発の効率化をはかるとともに、
超薄型や美しいデザインの魅力ある製品を開発
し市場に投入しました。また、半導体分野につ
いては、「中期的成長に向けた再建」を基本方針
として掲げて、研究開発の効率化やその他の固
定費削減に取り組みました。全社的な生産革新
活動については、工場だけでなく、ソフトウェ
ア開発やシステム構築領域においてもトヨタ生
産方式の展開を一層進めました。
当期の連結売上高は、4兆6,172億円と前期に

比べ355億円（0.8%）減少しました。これは、
IT／NWソリューション事業がITサービス／SI
分野およびネットワークシステム分野を中心に

1．NECグループの現況に関する事項

1
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堅調に推移したものの、モバイル／パーソナル
ソリューション事業において前期後半に欧州の
個人向けパーソナルコンピュータ事業を売却し
たことや、エレクトロンデバイス事業において
電子部品の売上が減少したことなどによるもの
です。
収益面につきましては、連結営業利益は、前

期に比べ868億円増加し、1,568億円（前期比2.2
倍）となりました。これは、前期は赤字であっ
たモバイル／パーソナルソリューション事業お
よびエレクトロンデバイス事業において、前述
のモバイルターミナル分野および半導体分野に
おける業績改善施策などにより営業損益が黒字
転換したことや、IT／NWソリューション事業
における売上の増加や生産革新活動によるコス
トダウンなどによるものです。
連結経常利益は、営業利益が増加したことに

加え、持分法による投資損益が改善したことな
どにより営業外損益が改善したことから、前期
に比べ959億円増加し、1,122億円（前期比6.9倍）
となりました。
税金等調整前当期純利益は、前期に比べ27億

円（2.8%）減少し、936億円となりました。こ
れは、経常利益は増加したものの、投資有価証
券売却益の減少や前期に退職給付信託の一部解
約に伴う特別利益を計上したことなどにより、
特別利益が減少したことによるものです。また、
連結当期純利益は、税金等調整前当期純利益は
減少したものの、法人税等の減少などにより、
前期に比べ136億円増加し、227億円（前期比2.5
倍）となりました。

《部門別概況および主要な事業の内容》
NECグループの主な事業は、IT／NWソ

リューション事業、モバイル／パーソナルソ
リューション事業およびエレクトロンデバイス
事業の三つです。各事業セグメントの主要な
サービスおよび製品ならびに事業セグメント別
の業績の概況は、次のとおりです。

■ 決算ハイライト 
■ 連結売上高 
（単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

平成19年度 
（第170期） 

46,526 46,172

■ 連結営業利益 
（単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

平成19年度 
（第170期） 

700

1,568

■ 連結経常利益 
（単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

平成19年度 
（第170期） 

163

1,122

■ 連結当期純利益 
（単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

平成19年度 
（第170期） 

91

227
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【IT／NWソリューション事業】

分　　野 主要サービス・製品名

I T サ ー ビ ス ／ S I
システム・インテグレーション（システム構築、
コンサルティング）、サポート（保守）、アウト
ソーシング

I T プ ロ ダ ク ト

PCサーバ、汎用コンピュータ、UNIXサーバ、
スーパーコンピュータ、ストレージ装置、企業向
けパーソナルコンピュータ、専用ワークステー
ション、ソフトウェア（基本ソフトウェア、ミドル
ウェア、業種・業務アプリケーションソフトウェア）

ネットワークシステム
通信事業者向けネットワークシステム（移動通信
システム、固定通信システムなど）、企業向けネッ
トワークシステム（IPテレフォニーシステムなど）

社 会 イ ン フ ラ

放送映像システム、制御システム、交通システム、
航空宇宙システム（航空管制システム、人工衛星
など）、防衛システム（レーダ装置など）、消防・
防災システム

売 上 高 2兆8,662億円（前期比 3.9%増）
営業利益 1,606億円（ 同　66億円増）

56.7%

■ 売上高 ■ 営業利益 
（単位：億円） （単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

27,588
1,541

平成19年度 
（第170期） 

28,662
1,606
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IT／NWソリューション事業の売上高は、前期に比べ1,074億

円（3.9%）増加し、2兆8,662億円となりました。売上高の分野別

状況については、ITサービス／SI分野は、ほぼすべての業種向

けの事業が堅調に推移しました。ネットワークシステム分野は、

海外通信事業者向けの超小型マイクロ波通信システム「パソリ

ンク」や海底ケーブルシステムなどの事業が好調に推移しまし

た。また、社会インフラ分野も増収となりました。一方、ITプ

ロダクト分野は、光ディスクドライブの販売事業を譲渡した影

響などにより、前期に比べ減少しました。

営業利益は、主にITサービス／SI分野における売上の増加や

生産革新活動によるコストダウンなどにより、前期に比べ66億

円（4.3%）増加し、1,606億円となりました。

PASOLINK（パソリンク）
超小型マイクロ波通信システムの「パソリン
ク」は、世界シェア1位（注）を獲得しました。
（注）平成19年1月から12月までの累計（スカイ・

ライト・リサーチ社調べ）

HYDRAstor（ハイドラストア）
高信頼、低コストで拡張性の高いデータ管
理環境を実現する次世代のストレージ装置
を製品化しました。

売上高構成比（平成19年度）

（注）売上高は、セグメント間の内部売上高を含んでいます。
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【モバイル／パーソナルソリューション事業】
売 上 高 8,729億円（前期比 9.5%減）
営業損益 232億円（ 同　 567億円改善）

17.3%

■ 売上高 
（単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

9,650

△335
平成19年度 
（第170期） 

8,729

232
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モバイル／パーソナルソリューション事業の売上高は、前期

に比べ921億円（9.5％）減少し、8,729億円となりました。売上

高の主な分野別状況につきましては、モバイルターミナル分野

は、海外の携帯電話機事業を縮小したことなどにより、前期に

比べ減少しました。パーソナルソリューション分野は、前期後

半に欧州の個人向けパーソナルコンピュータ事業を売却したこ

となどにより、前期に比べ減少しました。

営業損益は、主にモバイルターミナル分野における海外携帯

電話機事業の構造改革の完了や製品開発の効率化、パーソナル

ソリューション分野におけるコストダウンなどにより、前期に

比べ567億円改善し、232億円の利益となりました。

分　　野 主要サービス・製品名

モバイルターミナル 携帯電話機

パーソナルソリューション
パーソナルコンピュータ、パーソナルコミュニケーション機器、インターネット・サービ
ス ｢BIGLOBE

ビ ッ グ ロ ー ブ

」

N705iμ
世界最薄9.8mm（注）のステンレスボディを採用
しました。お気に入りの光のパターンで着信
などを知らせる「マイシグナル®」も大好評です。
（注）平成19年12月17日現在。折りたたみ型の第三

世代携帯電話機として世界最薄（NEC調べ）

N905i
超高画質カメラ（5.2メガピクセル）を搭載
した高速通信・高音質のワンセグ携帯電話
機です。3インチの高精細画面は、迫力満点
です。

VALUESTAR
バ リ ュ ー ス タ ー

W
静音性に優れた独自の水冷システムの採用
により、音楽や映画を快適に楽しむことが
できます。地上デジタル放送も受信できま
す。

売上高構成比（平成19年度）

（注）売上高は、セグメント間の内部売上高を含んでいます。
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【エレクトロンデバイス事業】
売 上 高 8,309億円（前期比　3.5%減）
営業損益 74億円（ 同　 304億円改善）

16.4%

■ 売上高 
（単位：億円） 

平成18年度 
（第169期） 

8,610

△230

平成19年度 
（第170期） 

8,309
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（単位：億円） 
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エレクトロンデバイス事業の売上高は、前期に比べ302億円

（3.5%）減少し、8,309億円となりました。分野別では、半導体分

野は、デジタル民生機器向けや自動車向け製品などの売上が増

加したものの、通信機器向けやコンピュータ周辺機器向け製品

などの売上が減少したことにより、前期に比べ減少しました。

電子部品その他分野は、リチウムイオン二次電池および小型液

晶ディスプレイの売上減少などにより、前期に比べ減少しまし

た。

営業損益は、半導体分野における研究開発費をはじめとした

固定費の削減や減価償却費の減少などにより、前期に比べ304億

円改善し、74億円の利益となりました。

分　　野 主要サービス・製品名

半 導 体
システムLSI（通信機器用、コンピュータおよび周辺機器
用、民生機器用、自動車および産業機器用）、マイクロコ
ンピュータ、ディスクリート、光・マイクロ波半導体

電 子 部 品 そ の 他
液晶ディスプレイ、キャパシタ、リチウムイオン二次電
池、圧電デバイス、リレー、ICカード・ICタグ

【その他】 売 上 高 4,879億円（前期比 11.1%減）
営業利益 118億円（ 同　 60億円減）

9.6%

モニタ、液晶プロジェクタの製造および販売などから構成され

る「その他」セグメントの売上高は、前期に比べ607億円（11.1%）

減少し、4,879億円となりました。営業利益は、売上高の減少などに

より、前期に比べ60億円減少し、118億円となりました。

EMMA
エ マ

2TH
NECエレクトロニクス譁のデジタ
ルテレビ用システムLSIです。

売上高構成比（平成19年度）

売上高構成比（平成19年度）

（注）売上高は、セグメント間の内部売上高を含んでいます。

（注）売上高は、セグメント間の内部売上高を含んでいます。
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設備投資等の状況

当期のNECグループの設備投資の総額は、

1,226億円であり、先端半導体製品の生産設備、

ソフトウェア、次世代ネットワーク（NGN）関

連製品などの開発用設備、インターネット・

サービス「BIGLOBE
ビ ッ グ ロ ー ブ

」関連設備などの拡充を

はかりました。

資金調達の状況

当期にNECグループが実施した株式または社

債の発行による重要な資金調達はありません。

対処すべき課題

NECグループは、グループ企業理念と平成20

年4月に打ち出した「NECグループビジョン

2017」に基づき、「人と地球にやさしい情報社会」

をイノベーションにより実現することを目指し、

IT／NWソリューション、モバイル／パーソナ

ルソリューションおよびエレクトロンデバイス

の三つの事業領域における世界水準の技術力を

結集した総合的なソリューションを提供するこ

とにより、さらなる成長と収益力の強化をは

かってまいります。

まず、成長戦略については、NECグループが

保有するITとネットワーク両分野における技術

力の融合を進めるとともに、他社との協業を積

極的に推進することにより、次世代ネットワー

ク（NGN）によって拡大する事業機会を追求し、

新事業・新市場の創造に注力します。

IT／NWソリューション事業においては、ア

ルカテル・ルーセント社との間で、次世代ネッ

トワーク（NGN）や次世代モバイル／ワイヤレ

スなどの通信事業者向けソリューションの開

発・提供に関する広範な協業の実行に向け検討

を進めていきます。ネットワーク・サービスの

基盤となるサービスプラットフォームの構築・

提供に関しては、大手グローバルITベンダとの

協業を拡大していきます。

モバイル／パーソナルソリューション事業に

おいては、高度な機能・サービスをいつでも、

どこでも利用できる移動性・携帯性を備えた新

製品を開発することなどにより、次世代ネット

2

3

4



8

ワーク（NGN）時代の新市場の創造に努めま

す。

また、NECグループでは、「人と地球にやさ

しい情報社会」の実現を目指して環境を重視し

た経営を推進します。サーバやストレージ装置

の省電力化、低消費電力半導体や電力制御ソフ

トウェアなど、トータルな環境負荷軽減技術に

よるIT環境の省電力化などをとおして、地球環

境保護への貢献に努めます。

さらに、成長分野へ経営資源を集中し、グ

ローバルな競争力を有する新製品の開発および

出荷拡大に努めます。そして、海外企業との協

業も活用しながら、グローバルな事業展開を加

速します。

収益力の強化に向けては、固定費の削減、開

発の効率化や費用構造の改善などにより半導体

分野およびモバイルターミナル分野の事業体質

をさらに強化していきます。また、パーソナル

コンピュータ、サーバなどの製品やシステム構

築などの分野で、生産革新活動を通じてプライ

スダウンを上回るコストダウンを目指します。

特に、ITコンサルティング要員の増強による受

注拡大や顧客満足の向上、ソフトウェア開発の

可視化によるソフトウェア品質の向上と作業時

間の短縮など、システム・インテグレーション

分野における生産革新により収益力の強化をは

かります。また、スタフ部門を含めた全社的な

業務プロセス改革や業務効率化を推進し、収益

構造の改革を進めていきます。

さらに、コンプライアンスの徹底、情報セ

キュリティ対策やリスク管理体制の強化など、

NECグループ全体での内部統制システムの整備

に継続して取り組み、連結経営マネジメントの

強化に注力してまいります。また、NECグルー

プの製品販売事業やサービス事業におけるグ

ループ内連携の拡大、知財力やブランド力の強

化をはかり、NECグループの総合力を活かして

グローバルな事業展開を推進します。

NECグループは、これらの施策の実行により、

事業の拡大と収益力の強化をはかり、「人と地球

にやさしい情報社会」の実現に取り組んでまい

ります。
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財産および損益の状況の推移

漓 NECグループの財産および損益の状況の推移

平成16年度
（第167期）

（16.4.1～17.3.31）

平成16年度

区　分

年　度

売上高

継続事業からの税引前当期純利益

当期純利益

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

総資産

純資産

（億円）

（億円）

（億円）

（円）

（円）

（億円）

（億円）

48,017

1,451

772

39.62

36.37

39,825

7,370

（注）1. 上表の平成16年度におけるNECグループの財務情報は、当該年度の米国会計基準に基づく連結財務諸表に基づいています。日本会計基準と

米国会計基準の間には重大な差異があり、それらの差異がないように調整した場合、本報告書において表示される財務情報は重大な影響を受

ける可能性があります。また、当社は、米国証券取引委員会（SEC）に提出すべき平成17年度の連結財務諸表について、米国会計基準に基づ

く収益認識に関する追加分析を完了できないこととなりました。これに伴い、当社は、平成17年度以降の決算期に係るSEC向け年次報告書を

提出できず、また、当社が平成11年度以降の決算期についてSECに提出した米国会計基準に基づく連結財務諸表は依拠できないこととなりま

した。さらに、かかる連結財務諸表の修正再表示（リステート）に必要な修正作業が困難なため、当社は、かかるリステートは事実上実施で

きないと判断しました。

2. ｢継続事業からの税引前当期純利益」は、平成17年度に非継続となった事業に関する「非継続事業からの当期純利益」を除去して表示してい

ます。

3. ｢1株当たり当期純利益」は、米国財務会計基準審議会の基準書第128号に基づいて計算しています。「1株当たり当期純利益」は、同基準書に

おける「基本的1株当たり当期純利益」を意味し、期中平均株式数に基づき算出しています。｢潜在株式調整後1株当たり当期純利益」は、同

基準書における「希薄化後1株当たり当期純利益」を意味し、潜在株式の希薄化効果を加味して計算しています。

5
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平成17年度
（第168期）

（17.4.1～18.3.31）

平成18年度
（第169期）

（18.4.1～19.3.31）

平成17年度から平成19年度

区　分

年　度

売上高

経常利益

当期純損益

1株当たり当期純損益

総資産

純資産

（億円）

（億円）

（億円）

（円）

（億円）

（億円）

49,300

150

△101

△5.26

38,028

10,298

46,526

163

91

4.43

37,317

12,401

平成19年度
（第170期）

（19.4.1～20.3.31）

46,172

1,122

227

11.06

35,268

11,855

（注）1. 平成17年度、平成18年度および平成19年度におけるNECグループの財務情報は、日本会計基準に基づく連結財務諸表に基づいています。平成

17年度の連結財務諸表は、改正前の「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」に基づいて作成しています。

2. ｢1株当たり当期純損益」は、期中平均株式数に基づき算出しています。「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）およ

び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。

3. 平成17年度から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第3号）および「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第7号）を適用しています。

4. 製品の無償保証期間中の修理費用については、従来修理作業等の発生時に計上していましたが、平成17年度から売上高に対する過去の実績率

に基づいて製品保証等引当金として計上する方法に変更しています。

5. 純資産額の算定にあたり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。

6. 平成18年度から、「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第17号）を適用し、客先納品後の瑕疵補修費

用等の支出に備えるため、過去の実績率に基づいた見積額および個別に追加原価の発生可能性を基礎とした見積額を計上しています。
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滷 当社の財産および損益の状況の推移

平成19年度
（第170期）

（19.4.1～20.3.31）区　分

年　度

売上高

経常利益

当期純損益

1株当たり当期純損益

総資産

純資産

（億円）

（億円）

（億円）

（円）

（億円）

（億円）

23,526

532

△91

△4.51

23,994

9,383

平成18年度
（第169期）

（18.4.1～19.3.31）

22,108

69

56

2.77

24,226

9,892

平成17年度
（第168期）

（17.4.1～18.3.31）

23,707

275

418

21.11

24,584

10,048

平成16年度
（第167期）

（16.4.1～17.3.31）

24,268

402

242

12.49

24,877

9,142

（注）1. 記載金額は、平成17年度までは1億円未満を切り捨てし、平成18年度から1億円未満を四捨五入しています。

2. ｢1株当たり当期純損益」は、期中平均株式数に基づき算出しています。

3. 平成17年度から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第3号）および「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第7号）を適用しています。

4. 製品の無償保証期間中の修理費用については、従来修理作業等の発生時に計上していましたが、平成17年度から売上高に対する過去の実績率

に基づいて製品保証等引当金として計上する方法に変更しています。

5. 純資産額の算定に当たり、平成18年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しています。

6. 平成18年度から「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第17号）を適用し、客先納品後の瑕疵補修費

用等の支出に備えるため、過去の実績率に基づいた見積額および個別に追加原価の発生可能性を基礎とした見積額を計上しています。

吸収分割または新設分割の状況

当期にNECグループが実施した重要な吸収分割または新設分割はありません。

6
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重要な親会社および子会社の状況

漓 親会社の状況
当社は、親会社を有していません。

滷 重要な子会社の状況

会　　社　　名

NECパーソナルプロダクツ譁

NECインフロンティア譁

NECソフト譁

NECアクセステクニカ譁

NECコンピュータテクノ譁

日本電気通信システム譁

NECネクサソリューションズ譁

埼玉日本電気譁

NECエレクトロニクス譁

NECネッツエスアイ譁

NECトーキン譁

NECフィールディング譁

日本アビオニクス譁

NECモバイリング譁

NECコーポレーション・オブ・アメリカ社（米国）

NECヨーロッパ社（英国）

日電（中国）社（中国）

NECアジア社（シンガポール）

資本金

18,830

10,331

8,668

4,000

1,200

1,000

815

200

85,955

13,122

12,990
9,670
5,145
2,370

1,021,054

64,720

121,784

12,644

持株比率

100

100

100

100

100

100

100

100

65.0

38.4

40.3（0.4）
37.2
50.0
51.0

100

100

100

100

主　要　な　事　業　内　容

パーソナルコンピュータ等の開発、製造、販売お

よび保守

通信システム、POS端末等の開発、製造、販売

システム・インテグレーション等の提供およびソ

フトウェアの開発、販売

当社および当社関係会社が販売するコンピュータ

周辺機器、通信機器等の開発、製造

当社が販売するコンピュータの開発、設計、製造

ネットワークシステムに関するソフトウェアおよ

び機器の開発、販売

システム・インテグレーション等の提供およびコ

ンピュータ等の販売

当社が販売する携帯電話機および携帯電話システ

ムの基地局の開発、製造

半導体の開発、製造、販売

情報通信システムの設計、構築および保守、電気

通信工事の施工ならびに情報通信機器等の販売

電子材料および電子部品の開発、製造、販売

コンピュータおよびネットワークシステムの据付、保守

情報システム、電子機器および電子部品の開発、製造、販売

携帯電話機の販売、保守

北米における地域代表・統括業務、コンピュータ

関連機器および通信機器の販売、システム・イン

テグレーション等の提供

欧州における地域代表・統括業務、グループ会社

の販売・在庫管理等の統括

中国における地域代表・統括業務

東南アジアにおける地域代表・統括業務、コン

ピュータ関連機器および通信機器の販売、システ

ム・インテグレーション等の提供

百万円

千米ドル

千スターリング・ポンド

%

千米ドル

千シンガポールドル

7
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主要拠点等

当社本社

支 社

東 京 都 港 区

北 海 道 支 社

東 北 支 社

関東信越支社

東 京 支 社

神 奈 川 支 社

静 岡 支 社

中 部 支 社

北 陸 支 社

関 西 支 社

中 国 支 社

四 国 支 社

九 州 支 社

（ 札 幌 市 ）

（ 仙 台 市 ）

（さいたま市）

（東京都港区）

（ 横 浜 市 ）

（ 静 岡 市 ）

（名古屋市）

（ 金 沢 市 ）

（ 大 阪 市 ）

（ 広 島 市 ）

（ 高 松 市 ）

（ 福 岡 市 ）

事 業 場

国内生産拠点

海外拠点

玉 川 事 業 場

府 中 事 業 場

相 模 原 事 業 場

我 孫 子 事 業 場

NECコンピュータテクノ譁

山 梨 日 本 電 気 譁

埼 玉 日 本 電 気 譁

NECパーソナルプロダクツ譁

山 形 日 本 電 気 譁

九 州 日 本 電 気 譁

NECコーポレーション・
オ ブ ・ ア メ リ カ 社

N E C ヨ ー ロ ッ パ 社

日 電 （ 中 国 ） 社

N E C ア ジ ア 社

（注）1. 持株比率欄の括弧内数字は、間接所有割合を内数で示しています。

2. NECエレクトロニクス譁、NECネッツエスアイ譁、NECトーキン譁およびNECフィールディング譁に対する持株比率は、当社および当社子

会社が退職給付信託として信託設定している下記の株式を含まない数字ですが、信託約款上、当該株式の議決権の行使は、それぞれ当社およ

び当社子会社の指図により行われることになっています。

当社分 当社子会社分

NECエレクトロニクス譁 6,200千株 （5.0%） －

NECネッツエスアイ譁 6,400千株（12.9%） －

NECトーキン譁 12,700千株（11.2%） 772千株（0.7%）

NECフィールディング譁 16,300千株（29.9%） －

3. NECアジア社は、平成19年10月1日付でNECソリューションズ・アジア・パシフィック社とNECビジネス・コーディネーション・センター

（シンガポール）社を統合し、設立したものです。

8

（ 川 崎 市 ）

（東京都府中市）

（ 相 模 原 市 ）

（ 我 孫 子 市 ）

（ 甲 府 市 ）

（ 大 月 市 ）

（埼玉県児玉郡神川町）

（ 米 沢 市 ）

（ 鶴 岡 市 ）

（ 熊 本 市 ）

（ 米 国 ）

（ 英 国 ）

（ 中 国 ）

（シンガポール）

（注）1. 山形日本電気譁は、平成20年4月1日付でNECセミコンダクターズ山形譁に商号変更しました。

2. 九州日本電気譁は、平成20年4月1日付で山口日本電気譁およびNECセミコンパッケージ・ソリューションズ譁と統合し、NECセミコンダク

ターズ九州・山口譁に商号変更しました。
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従業員の状況

漓 NECグループの従業員の状況

滷 当社の従業員の状況

事　業　セ　グ　メ　ン　ト　名

I T ／ N W ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業

モ バ イ ル ／ パ ー ソ ナ ル ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業

エ レ ク ト ロ ン デ バ イ ス 事 業

そ の 他

合　 計

従　業　員　数

80,191名

8,577名

44,467名

19,687名

152,922名

従業員数

23,059名

前期末比増（減）

457名

平均年齢

39.8歳

平均勤続年数

15.8年

主要な借入先

借　　　　　　　入　　　　　　　先

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社

借　入　金　残　高

38,867 

22,106 

21,840 

13,045 

12,032 

百万円

9

10

（注）上記の従業員数には、臨時従業員の数を含んでいます。

（注）上記の従業員数には、臨時従業員の数を含んでいません。
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発行可能株式総数 7,500,000,000株

発行済株式の総数 2,029,732,635株
（注）当期中に、転換社債の転換により177,223株増加しました。

株主数 254,577名

大株主（上位10名）

株　　　　　主　　　　　名 所有株式数

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）

ヒ ー ロ ー ア ン ド カ ン パ ニ ー

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

N E C 従 業 員 持 株 会

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー505103

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・住友商事株式会社退職給付信託口）

91,328

84,444

56,657

49,370

41,000

39,977

32,021

27,087

24,569

23,299

持株比率

4.50

4.16

2.79

2.43

2.02

1.97

1.58

1.33

1.21

1.15

千株 %

所有者別状況

政府・地方公共団体 
0.00%

金融機関 
29.97%

証券会社 
1.66%

その他の法人 
4.69%

外国人 
25.42%

個人その他 
38.26%

2．株式に関する事項

区　　　分 持株比率

政 府 ・ 地 方 公 共 団 体

金 融 機 関

証 券 会 社

そ の 他 の 法 人

外 国 人

個 人 そ の 他

合　　　　　計

0.00

29.97

1.66

4.69

25.42

38.26

100

%

1

2

3

4

5

（注）ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーから平成20年4月21日付大量保有報告書の写しが当社に送付され、平成20年4月15日

現在、107,868,837株（株式所有割合5.31%）の当社株式を保有している旨の報告がありましたが、当社としては当期末における実質所有株式数

の確認ができていません。
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当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

当期中に当社使用人等に職務執行の対価として交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

その他新株予約権等に関する重要な事項

漓 新株予約権

当社は、株主価値を意識した経営の推進をはかるとともにNECグループの業績向上に対するイ
ンセンティブとして、当社の取締役および重要な職責を担う従業員ならびにNECグループの事業
戦略上重要な国内の子会社の常勤の会長および社長に新株予約権を交付しました。その概要は、次
のとおりです。

滷 転換社債
当社は、平成14年4月1日改正前商法第341条ﾉ2の規定に基づき転換社債を発行しています。そ

の概要は、次のとおりです。

発行時期

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

保有者数

91名

101名

125名

174名

171名

個数

134個

154個

201個

290個

294個

目的となる株式の数

134,000株

154,000株

201,000株

290,000株

294,000株

行使時の払込価額

1株につき888円

1株につき769円

1株につき801円

1株につき637円

1株につき636円

行使期間

平成16年7月1日～平成20年6月30日

平成17年7月1日～平成21年6月30日

平成18年7月1日～平成22年6月30日

平成19年7月1日～平成23年6月30日

平成20年8月1日～平成24年7月31日

名称（発行年月日）

無担保第10回転換社債
（平成8年4月15日）

2010年満期ユーロ円建転換社債
（平成13年12月10日）

行使期限

平成23年9月29日

平成22年3月17日

転換価額

1,326.00円

1,664.10円

社債残高

97,669百万円

100,000百万円

3．新株予約権等に関する事項

1

2

3
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取締役および監査役の氏名等

氏　　　名

佐々木　　　元

矢 野 　 薫

藤 江 一 正

広　崎　膨太郎

相 澤 正 俊

瀧 澤 三 郎

鹿　島　浩之助

大 武 章 人

中 村 　 勉

岩 波 利 光

小 野 隆 男

森 川 敏 雄
原 　 良 也
野　原　佐和子
宮 原 賢 次

橋 秀 明
久田　　　博

妹 尾 賢 治
横 山 進 一
重 松 宗 男
本 間 逹 三

地　　　位

代 表 取 締 役
会 長
代 表 取 締 役
執 行 役 員 社 長

代 表 取 締 役
執行役員副社長

取 締 役
執 行 役 員 専 務
取 締 役
執 行 役 員 専 務
取 締 役
執 行 役 員 専 務

取 締 役
執 行 役 員 専 務

取 締 役
執 行 役 員 専 務
取 締 役
執 行 役 員 常 務
取 締 役
執 行 役 員 常 務
取 締 役
執 行 役 員 常 務
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
監査役（常勤）
監査役（常勤）
監 査 役
監 査 役
監 査 役

担当または他の法人等の代表状況等

会社事業運営の基本的重要事項の総括
譛日本規格協会会長

会社事業全般の業務執行の統括、経営監査関係担当

国内営業、官庁・公共・金融・通信ソリューション、企業ソリューションお
よび社会インフラソリューションの営業関係執行役員社長補佐、輸出入取引
管理関係担当、マーケティング関係重要事項

キャリアネットワーク関係担当、海外関係重要事項

官庁・公共・金融・通信ソリューション、社会インフラソリューションおよ
びITソリューショングローバル戦略関係担当

企業ソリューション関係担当

経営監査関係執行役員社長補佐、経営企画、コーポレートコミュニケーショ
ン、関連企業および総務関係担当、事業開発、人事、事業支援および健康管
理関係重要事項

パーソナルソリューション関係担当

知的資産R&DおよびIT戦略関係担当

国内営業およびマーケティング関係担当

財務内部統制推進、経理および財務関係担当

譁三井住友銀行名誉顧問
譁大和証券グループ本社取締役会長
譁イプシ・マーケティング研究所代表取締役社長
住友商事譁相談役
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授

住友生命保険證取締役会長（代表取締役）

弁護士

4．会社役員に関する事項

1
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氏　　　名

小 林 一 彦

鈴 木 俊 一

的 井 保 夫

上 原 　 明

松 本 滋 夫

退任時の会社における地位

取 締 役

執 行 役 員 専 務

取 締 役

執 行 役 員 専 務

取 締 役

執 行 役 員 専 務

取 締 役

監 査 役

退任年月日（退任事由）

平成19年6月21日（任期満了）

平成19年6月21日（任期満了）

平成19年6月21日（任期満了）

平成19年6月21日（任期満了）
平成19年6月21日（辞　　任）

氏　　　名

藤 江 一 正

広 　 崎 　 膨 太 郎

相 澤 正 俊

瀧 澤 三 郎

鹿 　 島 　 浩 之 助

大 武 章 人

中 村 　 勉

異動後の会社における地位

代 表 取 締 役

執 行 役 員 副 社 長

代 表 取 締 役

執 行 役 員 副 社 長

代 表 取 締 役

執 行 役 員 副 社 長

取 締 役

執 行 役 員 専 務

取 締 役

執 行 役 員 専 務

取 締 役

執 行 役 員 専 務

取 締 役

執 行 役 員 常 務

異動後の担当

執行役員社長特命事項

知的資産R&Dおよび輸出入取引管理関係担当、海外関係重要事

項

グローバルソリューション事業推進およびIT戦略関係担当

執行役員社長特命事項

経営監査関係執行役員社長補佐、コーポレートコミュニケー

ションおよび総務関係担当、経営企画、コーポレートアライア

ンス、関連企業、人事、事業支援および健康管理関係重要事項

モバイルターミナルおよびパーソナルソリューション関係担当

執行役員社長特命事項

7. 平成20年4月1日付で次のとおり異動がありました。

（注）1. 広崎膨太郎、大武章人、岩波利光、小野隆男、宮原賢次および 橋秀明の6氏は、平成19年6月21日開催の第169期定時株主総会において新た

に取締役に選任され就任しました。

2. 妹尾賢治氏は、平成19年6月21日開催の第169期定時株主総会において新たに監査役に選任され就任しました。

3. 取締役森川敏雄、原　良也、野原佐和子、宮原賢次および 橋秀明の5氏は、社外取締役です。

4. 監査役横山進一、重松宗男および本間逹三の3氏は、社外監査役です。

5.監査役妹尾賢治および重松宗男の両氏は、次に掲げる経験を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものです。

妹尾賢治氏　　　当社における財務部長および関連企業部長ならびに長年にわたり金融業務に従事していた経験

重松宗男氏　　　住友商事譁における経理担当取締役の経験

6. 当期中に退任した取締役および監査役の氏名、退任時の会社における地位、退任年月日ならびに退任事由は次のとおりです。
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取締役および監査役の報酬等

漓 報酬等の決定に関する方針
取締役および監査役の報酬等については、株主総会の決議により、取締役および監査役それぞ

れの報酬限度額を決定しています。
当社は、社外委員3名（うち1名は委員長）を含む5名の委員で構成される報酬委員会を設置し、

取締役の報酬体系・報酬水準について客観的視点から審議を行い、その結果を取締役会に報告し
ています。取締役の定額報酬は、役職および社外取締役、それ以外の取締役の別により定めてお
り、賞与は、役職別の定額に、一定の基準に基づき前期の職務執行に対する業績評価を行って算
定しています。社外取締役に対する賞与は支払っていません。
監査役の定額報酬は、監査役会で決定した基準に従って算定しており、賞与は支払っていませ

ん。
また、当社は、平成18年6月22日開催の第168期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金

制度を廃止しました。

滷 当期に係る報酬等の額

氏　　　名

佐 々 木 　 　 　 元

相 澤 正 俊

兼職の内容

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

兼職先会社名

帝人譁

譁小松製作所

キーウェアソリューションズ譁

2

8. 上記のほか、取締役および監査役の重要な兼職の状況は次のとおりです。なお、森川敏雄、原　良也、宮原賢次および 橋秀明の4氏の重

要な兼職の状況は、「膠漓 重要な兼職等の状況（他の会社の業務執行取締役、執行役および社外役員である場合）」に記載のとおりです。

※相澤正俊氏は、平成20年4月1日付でキーウェアソリューションズ譁の社外取締役を退任しました。

定　額　報　酬

人　　数 支払総額 人　　数 支払総額

賞　　　　与

取 締 役
（うち社外取締役）
監 査 役
（うち社外監査役）

16名
（5名）

5名
（3名）

497
（54）

89
（36）

11名
－
－
－

175
－
－
－

（注）1. 上記の賞与支払総額は、第170期定時株主総会に提案予定の取締役賞与の金額です。

2. 当期中に退任した取締役4名および監査役1名に対して、退職慰労金として、それぞれ2,170万円および360万円を支払いました。

3. 株主総会の決議による取締役の報酬限度額は、月額6,500万円（平成3年6月27日第153期定時株主総会決議）です。

4. 株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、月額800万円（平成3年6月27日第153期定時株主総会決議）です。

百万円百万円

百万円
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滷 主な活動状況

氏　　　名 主　な　活　動　状　況

森 川 敏 雄

原 　 良 也

野 　 原 　 佐 和 子

宮 原 賢 次

橋 秀 明

横 山 進 一

重 松 宗 男

本 間 逹 三

当期の取締役会19回のうち14回に出席し、主に企業経営者としての豊富な経験と深い見識
に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当期の取締役会19回のうち15回に出席し、主に企業経営者としての豊富な経験と深い見識
に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当期の取締役会19回すべてに出席し、主に生活者を中心としたエンドユーザーの視点に基
づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当社取締役就任後の当期の取締役会15回のうち13回に出席し、主に企業経営者としての豊
富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当社取締役就任後の当期の取締役会15回のうち13回に出席し、主に企業経営者としての豊
富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当期の取締役会19回のうち16回に、また、監査役会14回のうち13回に出席し、主に企業経営者
としての豊富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当期の取締役会19回のうち18回に、また、監査役会14回すべてに出席し、主に財務および会計に
関する豊富な実務経験と深い見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。
当期の取締役会19回すべてに、また、監査役会14回すべてに出席し、主に法律の専門家とし
ての豊富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。

（注）米国証券取引委員会向け年次報告書の不提出に関する対応の概要
当社は、米国預託証券（ADR）の発行者として米国1934年証券取引所法に基づき米国証券取引委員会（SEC）に対する年次報告書の提出を義務
付けられていますが、平成17年度の連結財務諸表の監査の過程で要求された収益認識に関する追加分析を完了できず、同年度以降の決算期に係
る年次報告書をSECに提出できないこととなったため、平成19年9月21日にその旨を公表しました。森川敏雄、原　良也、野原佐和子、宮原賢次
および 橋秀明の各氏は取締役会で、横山進一、重松宗男および本間逹三の各氏は監査役会および取締役会で、日頃から財務報告の適正性の確
保、情報開示を含むコンプライアンス体制およびリスク管理体制の強化等の観点から意見を表明していますが、当該事実の発生、その後の進捗
等について報告を受け、社外取締役の各氏は取締役会で、社外監査役の各氏は監査役会および取締役会で、今後の対応策、情報開示の方針等に
ついて審議を行い、当社の内部統制システムを一層強化するために各種の提言、意見表明等を行いました。

社外役員に関する事項

漓 重要な兼職等の状況（他の会社の業務執行取締役、執行役および社外役員である場合）
氏　　　名

森 川 敏 雄

原 　 良 也

野 　 原 　 佐 和 子

宮 原 賢 次

橋 秀 明

横 山 進 一

兼職の内容

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

執 行 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

代 表 取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

代 表 取 締 役

兼職先会社名

譁小松製作所

大正製薬譁

譁ロイヤルホテル

譁大和証券グループ本社

譁東京証券取引所グループ

譁東京証券取引所

譁イプシ・マーケティング研究所

譁日立製作所

譁ふくおかフィナンシャルグループ

住友生命保険證

（注）1. 原　良也氏は、平成20年3月31日付で譁大和証券グループ本社の執行役を退任しました。
2. 当社は、譁大和証券グループ本社との間に、当社製品の販売、システム構築、運用、保守などの役務の提供等に係る継続的な取引関係があります。
3. 当社は、譁イプシ・マーケティング研究所との間に、IT事業に関する調査・コンサルティング業務の委託に係る継続的な取引関係があります。
4. 当社は、住友生命保険證との間で、当社製品の販売、システム構築、運用、保守などの役務の提供等に係る継続的な取引を行うとともに、同
社から長期資金の借入れを行っています。

5. 森川敏雄氏は、当社の主要な取引先である譁三菱東京UFJ銀行の使用人の三親等以内の親族です。

3
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会計監査人の名称

新日本監査法人

会計監査人に対する報酬等の額

区　　　　分 支　払　額

漓 当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額
滷 当社および当社の子会社が会計監査人に対して支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

会　社　名

NECインフロンティア譁

NECトーキン譁

NECコーポレーション･オブ･アメリカ社

NECヨーロッパ社

日電（中国）社

NECアジア社

監　査　法　人

あずさ監査法人

あずさ監査法人

KPMGリミテッド･ライアビリティ･パートナーシップ

アーンスト･アンド･ヤング･リミテッド･ライアビリティ･パートナーシップ

アーンスト･アンド･ヤング･ホワミン

KPMG

1,200

2,418

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査の報酬等と金融商品取引法等に基づく監査の報酬等とを区分しておらず、

また実質的にも区分できないため、漓の報酬等の額には金融商品取引法等に基づく監査の報酬等の額が含まれています。

2. 「1. 腟滷 重要な子会社の状況」に記載された子会社のうち、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の監査を受けている会社は、

次のとおりです。

5．会計監査人の状況

澆 責任限定契約の内容の概要
当社は、定款第25条および第32条の規定

に基づき社外取締役である森川敏雄、
原　良也、野原佐和子、宮原賢次および
橋秀明の5氏ならびに社外監査役である

横山進一、重松宗男および本間逹三の3氏と
の間で、それぞれ会社法第427条第1項の契
約（責任限定契約）を締結しています。こ

れらの責任限定契約の内容の概要は、会社
法第423条第1項の責任について、取締役ま
たは監査役の職務を行うにつき善意でかつ
重大な過失がないときは、2,000万円または
法令に定める金額のいずれか高い額を限度
とするものです。

1

2

3. 上記の当期にかかる会計監査人の報酬等のほかに、当期中に、平成17年度に係る計算書類等に関する監査の報酬として、会計監査人に対して

162百万円を支払いました。これは、当期においても、平成17年度に係る米国会計基準で作成した連結計算書類の米国監査基準に基づく監査

手続が継続したことによります。

百万円

百万円
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非監査業務の内容

当社は、当期において、会計監査人に対し、
公認会計士法第2条第1項の業務のほか、英文連
結財務諸表の監査業務などを委託しました。

会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人にその職務を適切に
遂行することが困難であると認められる事態が
生じた場合その他解任または不再任が適切と判
断した場合には、監査役会の同意を得たうえで、
会計監査人の解任または不再任に関する議案を
株主総会に提出します。

業務の適正を確保するための体制

取締役会において決定した会社法第362条第4

項第6号に定める会社の業務の適正を確保するた

めの体制の整備に関する基本方針の内容の概要

は、次のとおりです。

当社は、本基本方針に基づく内部統制システ

ムの整備状況を絶えず評価し、必要な改善措置

を講じるほか、本基本方針についても、経営環

境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一

層実効性のある内部統制システムの整備に努め

ます。

漓 取締役および使用人の職務の執行が法令

および定款に適合することを確保するた

め、取締役および執行役員は、NECグ

ループにおける企業倫理の確立ならびに

法令、定款および社内規程の遵守の確保

を目的として制定した「NECグループ企

業行動憲章」および「NECグループ行動

規範」を率先垂範するとともに、その周

知徹底をはかり、これらの違反が判明し

た場合には、その原因を究明したうえで

再発防止策を策定し、実行する。また、

内部者通報制度「NECヘルプライン」の

利用を促進する。

滷 情報の保存および管理は、適用ある法令

および社内規程に従って、適正に行う。

澆 リスク管理は、社内規程に基づき、全社

的に一貫した方針のもとに、効率的かつ

総合的に実施する。事業に関するリスク

管理は、事業部門が適切に実施し、スタ

フ部門がこれを支援する。経営上の重要

なリスクへの対応方針その他リスク管理

6．会社の体制および方針

3 4

1
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の観点から重要な事項については、十分

な審議を行うほか、特に重要なものにつ

いては取締役会において報告する。内部

監査部門は、全社のリスク管理体制およ

びリスク管理の実施状況について、監査

を行う。

潺 取締役の職務執行の効率性を確保するた

め、取締役会は、執行役員に対して大幅

な権限委譲を行い、迅速な意思決定およ

び機動的な職務執行を推進する。執行役

員は、取締役会の監督のもと、中期経営

目標および予算に基づき効率的な職務執

行を行う。

潸 当社は、NECグループにおける業務の適

正を確保するため、取締役および監査役

の子会社への派遣、「NECグループ企業

行動憲章」および「NECグループ行動規

範」に基づいた業務遂行のための子会社

との日常的な情報の共有、子会社の遵法

体制その他業務の適正を確保するための

体制の整備に関する指導および支援を行

う。内部監査部門は、子会社の内部監査

部門と連携して、業務の適正性に関する

子会社の監査を行う。

澁 NECグループにおける財務報告に係る内

部統制については、適用ある法令に基づ

き、評価、維持、改善等を行う。業務の

適正化および効率化の観点から、業務プ

ロセスの改善および標準化に努めるとと

もに、情報システムによる一層の統制強

化をはかる。

澀 監査役の職務遂行を補助する専任スタフ

を置き、その人事考課、異動、懲戒等に

ついては、監査役の承認を要するものと

する。

潯 取締役および使用人は、随時、その職務

の執行状況等について監査役に報告する。

潛 監査役は、監査の実効性を確保するため、

監査実施状況等について情報の交換・協

議を行うとともに、会計監査人から定期

的に会計監査に関する報告を受け、意見

交換を行う。

なお、上記基本方針の全文は、当社ホームページ

（http://www.nec.co.jp/profile/internalcontrol.html）

に掲載しています。

株式会社の支配に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定

を支配する者のありかたは、株主のみなさまが

最終的に決定するものと考えています。一方、

経営支配権の取得を目的とする当社株式の大量

2
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買付行為や買収提案があった場合には、買収提

案に応じるか否かについての株主のみなさまの

判断のため、買収提案者に対して対価等の条件

の妥当性や買付行為がNECグループの経営方針

や事業計画等に与える影響などに関する適切な

情報の提供を求めるとともに、それが当社の企

業価値および株主共同の利益の向上に寄与する

ものであるかどうかについて評価、検討し、速

やかに当社の見解を示すことが取締役会の責任

であると考えています。また、状況に応じて、

買収提案者との交渉や株主のみなさまへの代替

案の提示を行うことも必要であると考えます。

当社は、現在、買収提案者が出現した場合の

対応方針としての買収防衛策をあらかじめ定め

ていませんが、買収提案があった場合に、買収

提案者から適切な情報が得られなかったとき、

株主のみなさまが買収提案について判断をする

ための十分な時間が与えられていないときまた

は買付行為が当社の企業価値および株主共同の

利益の向上に反すると判断したときには、その

時点において実行可能で、かつ株主のみなさま

に受け入れられる合理的な対抗策を直ちに決定

し、実施する予定です。また、今後の事業環境、

市場動向、関係法令等の動向により適当と認め

るときは、当社の企業価値および株主共同の利

益の向上を目的として、買収提案に対抗するた

めの買収防衛策をあらかじめ導入することも検

討します。

剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、急激に変動する昨今の経済状況など

事業環境の変化に柔軟に対応する必要があるこ

とから、各期の利益状況、翌期以降の見通し、

配当性向、設備投資などの内部資金需要等を基

準として配当を決定しています。

当期の配当につきましては、年間配当金は1株

につき8円（中間配当金1株につき4円を含みま

す。）といたしました。

なお、当社は、機動的な剰余金の配当の実施

を可能とするため、取締役会の決議により剰余

金の配当を決定できる旨を定款に定めています。

また、当社は、毎年3月31日および9月30日を基

準日とした年2回の配当制度を継続する予定で

す。

3
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■連結貸借対照表（平成20年3月31日現在） （単位　百万円）

科　　　　目 金　　　　額

（資産の部）

流動資産

現金および預金

受取手形および売掛金

有価証券

たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物および構築物

機械および装置

工具器具および備品

土地

建設仮勘定

無形固定資産

のれん

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資 産 合 計

1,948,814

247,447

853,773

127,908

457,493

120,956

147,150

△5,913

1,577,981

640,747

227,522

180,866

108,174

89,224

34,961

222,635

93,525

123,841

5,269

714,599

185,614

223,478

131,465

183,264

△9,222

3,526,795

科　　　　目 金　　　　額

（負債の部）
流動負債
支払手形および買掛金
短期借入金
コマーシャル・ペーパー
一年以内に返済予定の長期借入金
一年以内に償還予定の社債
未払費用
前受金
役員賞与引当金
製品保証等引当金
その他

固定負債
社債
転換社債
新株予約権付社債
長期借入金
繰延税金負債
退職給付引当金
電子計算機買戻損失引当金
製品保証等引当金
リサイクル費用引当金
その他
負 債 合 計

（純資産の部）
株主資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定

新株予約権
少数株主持分
純 資 産 合 計
負債および純資産合計

1,549,306
700,797

89,632
80,955
23,907
89,250

274,044
67,924

488
40,032

182,277
791,968

38,615
197,669
117,500
121,249

14,031
224,143

12,496
918

5,726
59,621

2,341,274

978,973
337,940
464,875
179,391
△3,233

25,248
29,898
△283
△4,367

115
181,185

1,185,521
3,526,795
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■連結損益計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで） （単位　百万円）

科　　　　目 金　　　　額

売上高
売上原価
売上総利益

販売費および一般管理費
営業利益

営業外収益
受取利息
受取配当金
持分法による投資利益
その他

営業外費用
支払利息
退職給付費用
固定資産廃棄損
和解金および損害賠償金
為替差損
その他
経常利益

特別利益
事業譲渡益
投資有価証券売却益
貸倒引当金戻入益
固定資産売却益
持分変動利益
リサイクル費用引当金戻入益
関係会社株式売却益

特別損失
事業構造改革費用
減損損失
製品不具合対策費用
投資有価証券等評価損
固定資産除却損
持分変動損失
関係会社株式売却損
投資有価証券売却損
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税および事業税
法人税等調整額
少数株主損益
当期純利益

8,694
3,654
1,003

16,502

14,724
13,850

9,243
2,142

17,872
16,547

3,547
3,320
1,499
1,423

933
924
480

14,567
4,555
4,420
3,798
2,396

600
408

4

38,791
43,364

4,617,153
3,142,844
1,474,309
1,317,544

156,765

29,853

74,378
112,240

12,126

30,748
93,618

82,155
△11,218

22,681
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■連結株主資本等変動計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで） （単位　百万円）

株　　　主　　　資　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

転換社債型新株予約権付社債の転換

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

平成20年3月31日残高

337,822 464,838 173,003 △3,225 972,438

117 117 234

△16,202 △16,202

22,681 22,681

△281 △281

△81 △91 273 101

117 36 6,388 △8 6,535

337,940 464,875 179,391 △3,233 978,973

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

新株予約権 少数株主持分 純資産合計

平成19年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

転換社債型新株予約権付社債の転換

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

平成20年3月31日残高

57,706 △143 8,807 66,370 81 201,234 1,240,123

234

△16,202

22,681

△281

101

△27,808 △140 △13,174 △41,122 34 △20,049 △61,137

△27,808 △140 △13,174 △41,122 34 △20,049 △54,602

29,898 △283 △4,367 25,248 115 181,185 1,185,521

（単位　百万円）
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■要約連結キャッシュ・フロー計算書（未監査）（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで） （単位　百万円）

科　　　　目 金　　　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

持分法による投資利益

持分変動利益

売上債権の減少額

たな卸資産の減少額

仕入債務の減少額

法人税等の支払額

その他

計

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得および売却

無形固定資産の取得による支出

投資有価証券等の取得および売却

その他

計

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債および借入金の純減少額

配当金の支払額

その他

計

現金および現金同等物にかかる換算差額

現金および現金同等物の減少額

現金および現金同等物の期首残高

現金および現金同等物の期末残高

93,618

192,658

△1,003

△333

8,047

20,942

△82,171

△36,328

△3,128

192,302

△94,069

△36,689

△14,371

9,369

△135,760

△82,123

△16,176

△2,405

△100,704

△4,369

△48,531

423,369

374,838

（ご参考）
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■貸借対照表（平成20年3月31日現在） （単位　百万円）

科　　　　目 金　　　　額

（資産の部）
流動資産
現金および預金
受取手形
売掛金
製品
半製品
原材料
仕掛品
貯蔵品
前渡金
前払費用
繰延税金資産
関係会社短期貸付金
未収入金
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械および装置
車両およびその他陸上運搬具
工具器具および備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
特許権
借地権
ソフトウェア
施設利用権
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社社債
出資金
長期貸付金
従業員長期貸付金
関係会社長期貸付金
破産債権・更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
敷金および保証金
前払退職給付費用
その他
貸倒引当金
資 産 合 計

932,688
63,100

1,342
485,036

63,023
1,730

16,913
75,637

933
12,152

9,354
53,128
46,103
97,537

7,010
△309

1,466,716
190,495

74,412
4,370

18,440
56

36,986
48,895

7,335
58,810

75
117

58,342
275

1
1,217,411

167,835
800,648

7,348
373

5,191
71

20,857
5,684

12,976
55,652
15,488

133,147
992

△8,852
2,399,404

科　　　　目 金　　　　額

（負債の部）

流動負債
支払手形
買掛金
短期借入金
コマーシャル・ペーパー
一年以内に返済予定の長期借入金
一年以内に償還予定の社債
未払金
未払費用
未払法人税等
前受金
預り金
役員賞与引当金
製品保証等引当金
その他
固定負債
社債
転換社債
長期借入金
電子計算機買戻損失引当金
債務保証等損失引当金
その他
負 債 合 計

（純資産の部）
株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金
利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

自己株式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
新株予約権
純 資 産 合 計
負 債 お よ び 純 資 産 合 計

1,112,714
146

562,353
51,000
80,955

8,808
89,000
13,165

106,119
1,596

40,604
125,019

175
22,332
11,443

348,364
38,300

197,669
90,224
12,496

7,664
2,011

1,461,078

909,850
337,940
422,496
422,496
152,499

35,615
116,884
116,884
△3,085

28,420
28,552
△132

56
938,326

2,399,404
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■損益計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで） （単位　百万円）

科　　　　目 金　　　　額

売上高

売上原価

売上総利益

販売費および一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

その他

営業外費用

支払利息

退職給付費用

為替差損

その他

経常利益

特別利益

有価証券売却益

関係会社貸倒引当金戻入益

貸倒引当金戻入益

固定資産売却益

関係会社株式売却益

特別損失

関係会社株式等評価損失

減損損失

有価証券評価損

固定資産除却損

税引前当期純利益

法人税、住民税および事業税

法人税等調整額

当期純損失

1,649

31,689

7,420

10,746

8,241

5,695

11,224

2,946

1,641

1,499

1,011

347

49,948

3,156

3,116

2,396

△25,018

36,200

2,352,622

1,707,510

645,112
596,743

48,369

40,759

35,906

53,222

7,443

58,616

2,049

11,182

△9,133
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■株主資本等変動計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで） （単位　百万円）

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

繰越利益剰余金

平成19年3月31日残高

事業年度中の変動額

転換社債型新株予約権付社債の転換

剰余金の配当

当期純損失

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

平成20年3月31日残高

337,822 422,378 35,615 142,397 △3,024 935,189

117 117 235

△16,208 △16,208

△9,133 △9,133

△267 △267

△172 206 34

117 117 － △25,513 △61 △25,339

337,940 422,496 35,615 116,884 △3,085 909,850

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計
新株予約権 純資産合計

平成19年3月31日残高

事業年度中の変動額

転換社債型新株予約権付社債の転換

剰余金の配当

当期純損失

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

平成20年3月31日残高

54,270 △278 53,992 56 989,237

235

△16,208

△9,133

△267

34

△25,717 145 △25,572 △25,572

△25,717 145 △25,572 － △50,911

28,552 △132 28,420 56 938,326

（単位　百万円）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年5月13日

日 本 電 気 株 式 会 社
取 締 役 会 　 御 中

新日本監査法人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 古　川　康　信賤

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士　中　山　清　美賤

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 伊　藤　功　樹賤

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日本電気株式会社の平成19年4月1日から
平成20年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、日本電気株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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計算書類およびその附属明細書に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年5月13日

日 本 電 気 株 式 会 社
取 締 役 会 　 御 中

新日本監査法人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 古　川　康　信賤

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 中　山　清　美賤

指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士 伊　藤　功　樹賤

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日本電気株式会社の平成19年4月1
日から平成20年3月31日までの第170期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書

類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計

算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監査役会監査報告書

当監査役会は、平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第170期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した
監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針・計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計

監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針・計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適
正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。会社法施行規則第127条に基
づき事業報告に記載されている「株式会社の支配に関する基本方針」については、取締役会の審議状況等を踏まえ、その内容につ
いて検討しました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
盧 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
四 事業報告に記載されている「株式会社の支配に関する基本方針」については、指摘すべき事項は認められません。

盪 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

蘯 連結計算書類の監査結果
会計監査人　新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成20年5月14日

日本電気株式会社　監査役会
常勤監査役　　　　 久田　　　博賤
常勤監査役　　　　妹　尾　賢　治賤
社外監査役　　　　横　山　進　一賤
社外監査役　　　　重　松　宗　男賤
社外監査役　　　　本　間　逹　三賤

以　上
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人と地球にやさしい情報社会の実現を目指して

当社は、1977年に、コンピュータと通信が融合

する未来を予見し、C&C（コンピュータ・アン

ド・コミュニケーション）というコンセプトを発

表しました。それから30年後の2007年度、NECグ

ループは、次の時代に向けてさらに成長・発展し

ていくために、10年後の社会像とNECグループが

目指すべき姿を描いた「NECグループビジョン

2017」を策定しました。

現在、情報通信技術が発達する一方で、人々

の間では情報格差が広がり、また地球環境問題

が深刻化するなど人類全体に関わる問題が顕在

化しつつあります。NECグループでは、こうし

た問題の解決にビジネスをとおして貢献してい

きたいと考えています。

NECグループは、誰にとっても使いやすい情

報通信技術を多くの人々が生活の様々な場面で利用

できる情報社会、そして情報通信技術に支えられた

人々の活動により、地球環境と調和しながら発展す

る豊かな情報社会（人と地球にやさしい情報社会）

を10年後の社会像として描いています。NECグルー

プは、技術開発、生産、販売、サービスなどの全企

業活動を通じたイノベーションにより、このような

情報社会の実現を世界でリードしていきます。

また、グループ企業理念とNECグループビジョン

の実現に向けて、「イノベーションへの情熱」、「自助」、

「共創」、そして創業の精神である「ベタープロダク

ツ・ベターサービス」というNECグループ社員が大

切にすべき価値観・行動原理を「NECグループバ

リュー」としてまとめました。

さらに、NECグループは、これら企業理念とビ

ジョン、バリューに企業行動憲章や行動規範を加え

た経営活動の仕組み全体を「NEC Way」として体系

化しました。NEC Wayをグループ全体で共有し推進

することで、企業価値の最大化に努め、株主のみな

さまをはじめとするステークホルダーの期待に応え

てまいります。

企業理念とビジョン・バリュー 

グループ 
企業理念 

NECはC&Cをとおして、 
世界の人々が相互に理解を深め、 
人間性を十分に発揮する 

豊かな社会の実現に貢献します。 

NEC 
グループ 
ビジョン 

2017

人と地球にやさしい情報社会を 
イノベーションで実現する 

グローバルリーディングカンパニー 

NEC 
グループ 
バリュー 

［行動の原動力］ 

［個人一人ひとりとして］ ［チームの一員として］ ［お客さまに対して］ 

イノベーションへの情熱 

自　助 共　創 ベタープロダクツ・ 
ベターサービス 

TOPICS 

NECグループビジョン2017とNECグループバリュー
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『より多くの人々が可能なかぎり利用できるよう配

慮して、商品、サービス、ソリューションをデザイ

ンする』という考え方を「ユニバーサルデザイン」

といいます。今日の情報社会では、情報へのアクセ

スやコンピュータなどのIT機器の利用に関する障壁

が大きな問題となっており、「情報弱者」と呼ばれる

人々の増加が危惧されています。NECグループは、

ユニバーサルデザインの実現により、「情報弱者」を

作らず、多くの人々ができるかぎり簡単かつ公平に

情報を利用できる社会の実現に貢献するという考え

のもと、企画・開発の各段階から様々なお客さまの

生の声を捉え、より多くの人が簡単に利用できる優

れた商品・サービスの提供に努めています。

人にやさしい情報社会に向けて　～ユニバーサルデザインによる商品競争力の強化～

地球温暖化対策がますます重要になる中で、IT機

器が消費する巨大な電力をいかに削減するかが課題

のひとつとして浮上しています。NECグループでは、

従来から環境に配慮した経営や製品づくりを推進し

てきましたが、この活動を加速させるため、お客さ

まのIT機器の省電力を実現する技術、製品、サービ

スの開発・提供に関する計画「REAL
リアル

IT
アイティ

COOL
クール

PROJECT
プロジェクト

」を策定し推進しています。NECグループ

は、このプロジェクトを推進することで、2012年ま

でにお客さまのIT機器が消費する電力を年間50％削

減することを目指します。

NECグループは、スーパーコンピュータの開発で

培った放熱技術や半導体の低消費電力化技術など、

グループの技術力を結集して製品・サービスの開発

を進め、お客さまや社会全体における環境負荷の軽

減に取り組んでまいります。

地球にやさしい情報社会に向けて　～IT機器の省電力化の推進～

パソコン設定ソフト「パソらく設定」
NECのパソコンには、初心者の方でも簡単に設定
を変更できるパソコン設定ソフトがついています。

「デスクトップPC VALUESTAR
バリュースター

N」

ユニバーサルデザインの例
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月の起源と謎に迫る、月周回衛星「かぐや」

昨年9月に打ち上げられた月周回衛星「かぐや」

が、12月から本格的な観測を開始しています。

｢かぐやプロジェクト｣は、月の起源と進化の解明

に挑む、アポロ計画以来最大の月探査プロジェクト

であり、世界的にも注目を集めています。

当社は、このプロジェクトの主契約者として、宇

宙航空研究開発機構（JAXA）のもとで、「かぐや」

の製造・運用を担当しているほか、レーザ光線によ

る月面の起伏高度調査や、月の重力場測定を行うた

めの搭載機器の開発も手がけるなど、このプロジェ

クトにおいて重要な役割を果たしています。

当社は、日本初の人工衛星「おおすみ」の開発を

担当して以来、50年以上にわたり宇宙開発事業に従

事しており、「かぐや」に続いて打ち上げられた超

高速インターネット衛星「きずな」や、国際宇宙ス

テーション「きぼう」日本実験棟の両プロジェクト

にも携わっています。

NECの技術やものづくりの力は、遥か宇宙でも活

用され、宇宙開発の発展と豊かな社会づくりに貢献

しています。

かぐやが撮影した「地球の出」

NECはかぐやを応援しています。
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ホームサーバ・クライアントソリューション「Lui
ルイ

」誕生

今後、安心・安全なネットワークである次世代

ネットワーク（NGN）と、このNGNを活用した

様々な新サービスをいつでもどこでも利用すること

ができるパソコン・携帯機器の融合が、ますます進

化していきます。

NECはこうした時代に向けたひとつの提案とし

て、本年4月に、新たなパーソナルデジタルライフ

を実現するソリューション「Lui
ルイ

」を発売しました。

Lui
ルイ

は、現在、家庭内の様々な機器に分散してい

る映像・音楽・写真などのデジタルコンテンツを

ホームサーバPCで一元管理し、リビングや書斎に

あるパソコンで視聴することや、小型・軽量なモバ

イル端末（PCリモーター）からネットワークを経

由してホームサーバPCを遠隔利用することなどが

できる、新しい個人向けソリューションです。

スリムケータイ「N906iμ」

譁NTTドコモのFOMA®906iシリーズ最薄（平成20年5月現在。

譁NTTドコモ調べ）のワンセグ機能付きスリムケータイです。

12.9mmという薄さの中に、高機能と使いやすさを凝縮しました。

手ブレと被写体ブレのダブルブレ補正対応のカメラ（3.2メガピ

クセル）を搭載しています。また、はっきり見やすい「拡大もじ」

がさらに使いやすくなりました。

（注）1. FOMA®は、譁NTTドコモの登録商標です。

2. N906iμは、平成20年6月に発売の予定です。

PCリモーター
ノートタイプ

PCリモーター
ポケットタイプ

ホームサーバPC
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